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政府全体の医療国際展開の方向性
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健康・医療戦略の概要（2014年7月22日閣議決定）

○ 世界に先駆けて超高齢社会を迎える我が国にあって、課題解決先進国として、健康長寿社会の形成に向け、世界最先端の
医療技術・サービスを実現し、健康寿命をさらに伸ばすことが重要。

○ 健康長寿社会の形成に資する新たな産業活動の創出やこれらの産業の海外における展開を促進することにより、海外にお
ける医療の質の向上にも寄与しつつ、これらの産業を戦略産業として育成し、我が国経済の成長に寄与できる、世界でも類を
見ない安心と安全を前提とした医療福祉先進国として世界に拡げていくことが重要である。

基本的方針

○ 今後、10年程度を視野に入れた平成26年度からの５年間を対象。策定から５年後を目途に全体の見直しを行うこととするが、
フォローアップの結果等を踏まえ、必要に応じて随時見直しを実施。

健康・医療戦略の対象期間

各論

（１） 世界最高水準の医療の提供に資する医療分野の研究開発等に関する施策

○ 関係機関（MEJ, JICA, JBIC, JETRO,PMDA 等）と関係府省が一体となり、情報共有やPDCAの実施等を行い、新興国・途
上国等のニーズに応じて日本の医薬品、医療機器等及び医療技術並びに医療サービスの国際展開を図る。

○ 我が国において在留外国人等が安心して医療サービスを受けられる環境整備等に係る諸施策を着実に推進する。

（２） 健康・医療に関する新産業創出及び国際展開の促進等に関する施策

（３）健康・医療に関する先端的研究開発及び新産業創出に関する教育の振興・人材の確保等に関する施策

（４） 世界最先端の医療の実現のための医療・介護・健康に関するデジタル化・ICT化に関する施策



４．先手を打っての「攻め」の受入環境整備

観光立国実現に向けたアクション・プログラム 2015
－「２０００万人時代」早期実現への備えと地方創生への貢献、観光を日本の基幹産業へ－

（平成２７年６月５日 観光立国推進閣僚会議決定） （抜粋）

（１１）外国人旅行者の安全・安心確保

＜不慮の怪我・病気への対応＞

・安全・安心に日本の医療サービスを受けられる体制を充実させるため、医療通訳・外国人向けコーディネーター等が配置さ

れた拠点病院や外国人患者受入れ医療機関認証制度（JMIP）の認証病院等の拡大に規模感とスピード感を持って取り組む。

これらを中心に、2015 年度中に都道府県毎に最低１ヶ所以上の外国人旅行者受入可能で幅広い症例に対応できる医療機

関を自治体等と連携し選定する。【改善・強化】

・外国人旅行者が不慮のケガ・病気になった際に、外国語対応にも留意しつつ、スムーズに拠点病院、JMIP 等の地域の医療

機関にアクセスできるよう、宿泊施設、自治体等と連携を図りながら、外国人旅行者に対する情報提供体制を構築する。【改

善・強化】

・外国人旅行者が医療費の不安なく治療が受けられるように、外国人旅行者向け旅行保険等の PR を行い、加入への働きか

けを行う。 【改善・強化】

２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会等に関する閣僚会議
（平成２６年９月３０日） （抜粋）

４． 外国人旅行者の受入

①外国人旅行者の受入

○医療機関における外国人患者受入環境整備

外国人患者が安全・安心に日本の医療サービスを受けられるよう、平成２６年度予算により、医療通訳等が 配置された拠

点病院の整備を開始。外国人患者受入れ医療機関の認証制度の活用と併せ、外国人患者受入体制を充実。

「大会開催基本計画の策定等円滑な準備に向けて国の対応が期待される事項」



厚生労働省における
医療国際展開の取組み
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● 我が国は、国民皆保険の下、世界最高レベルの健康寿命と保健医療水準を達成。

● 今後は、日本が長年培ってきた経験や知見を活かし、医療の分野で国際貢献を果たし

ていくことが重要な課題。

● このため、２０１３年８月より、我が国厚生労働省と途上国・新興等の保健省との間で、

医療・保健分野における協力関係を新たに構築。また、ＡＳＥＡＮ全体の医療・健康水準

向上に向けた支援パッケージとして「日ＡＳＥＡＮ健康イニシアチブ」を推進。

＜参考＞医療・保健分野における協力内容に合意した国：１４ヵ国（２０１５年９月時点）
アジア ： ミャンマー、カンボジア、ラオス、ベトナム、インド、フィリピン、タイ
中 東 ： バーレーン、トルクメニスタン、トルコ、カタール、イラン
中南米 ： ブラジル、メキシコ

● 先端医療技術の移転や医薬品・医療機器の供給や、国民皆保険制度や薬事規制の

ノウハウを活かした法制度整備支援を進め、各国のニーズに応じた協力を進める。

医療の国際展開に関する厚生労働省の取り組み
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●バーレーン：
・平成25年8月24日、安倍総理とバーレーン首相の立ち会いのもと、覚書に署名。
・保健、臨床研究、公的医療保険、医薬品・医療機器

●トルクメニスタン：
・平成25年9月11日、安倍総理とトルクメニスタン大統領の立ち会いのもと、覚書に署名。
・内視鏡の操作技術向上や放射線治療

●カンボジア：
・平成25年11月16日、安倍総理とフンセン首相の立ち会いのもと、覚書に署名。
・公的医療保険制度に係る経験の共有、医療サービスの強化に係る協力、先進的な医薬品・医療機器の導入

●ラオス：
・平成25年11月17日、安倍総理とトンシン首相の立ち会いのもと、覚書に署名。

・①医師・看護師・保健師等の人材開発、②日本の公的医療保険制度に係る経験の共有、③医療サービスのケ
アの質の向上のための専門知識の交換、④病院、保健所管理のノウハウの移転、⑤遠隔医療や電子カルテと
いった日本の経験や技術の紹介

●ミャンマー：
・平成25年12月15日、安倍総理とテイン・セイン大統領の立会いのもと、覚書に署名。

・①ミャンマー保健省の行政官を日本に送り、日本の公的医療保険システムについて経験を共有、②医師・看護
師・助産師・保健師の人材開発、③医療サービスにおけるケアの質向上のための専門知識の交換、④病院・保
健所の日本式管理のノウハウの移転

（参考） 新興国との医療保健分野における協力内容（その１）
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●トルコ：
・平成26年1月7日、安倍総理とエルドアン首相の立ち会いのもと、覚書に署名。
・医療・保健システムや医薬品・医療機器の規制に関する経験等の交換

●ベトナム：
・平成26年3月18日、安倍総理とサン国家主席の立ち会いのもと、覚書に署名。

・①社会保障制度：日本の公的医療保険システムの移転を通じたユニバーサル・ヘルス・カバレッジの実現、②高
齢化社会への対応：政策対話と技術支援による知見と経験の共有、③新興感染症及び再興感染症の予防及び
管理と災害への対策及び応答、④人材開発：医師・看護師・助産師・公衆衛生専門職及びE-ヘルス等、⑤先進技
術：先進的な医療技術・医薬品・医療機器の導入

●メキシコ：
・平成26年7月25日、安倍総理とペニャ・ニエト大統領の立ち会いのもと、覚書に合意。
・①医療・保健サービスの改善、②公的医療保険制度、③医薬品及び医療機器の規制

●ブラジル：
・平成26年8月1日、安倍総理とルセーフ大統領の立ち会いのもと、覚書を交換。
・①PMDAとANVISA（国家衛生監督庁）の間の緊密性の向上を考慮した、医薬品・医療機器の規制関係、②公的

保健制度の知見と経験の共有、③高齢化社会への準備を含む、健康的なライフスタイル及び予防医療の促進
のための政策と戦略関係、④保健人材の強化

●インド：
・平成26年９月１日、安倍総理とモディ首相の立ち会いのもと、覚書を交換。

・①人材開発、②ユニバーサル・ヘルス・カバレッジを目指した医療財政、③医療サービスの提供内容、④医療制
度の管理
・本覚書の実行を監督するために合同作業部会を設置する。

（参考） 新興国との医療保健分野における協力覚書の概要（その２）
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●カタール：
・平成27年2月20日、安倍総理とタミーム首長の立ち会いのもと、覚書を交換。

・①医療保険の分野におけるユニバーサル・ヘルス・カバレッジを達成するための医療への財政支出、②先進的
な治療、医薬品及び医療機器の供給、③医療サービス従事者のための研修の提供による人材開発

●イラン：
・平成27年2月23日、塩崎厚生労働大臣とハーシェミ保健・医療・医科教育大臣との間で、覚書に署名。

・①ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ、保険制度等の医療・保健システムの強化、②医薬品、医療機器、画像診
断、医療情報システム、Ｅ－ヘルス等の医療技術、③先進医療の分野、④病院管理に関する知識・経験の共有
・本覚書を適切に実行するために作業部会を設置する。

●フィリピン：
・平成27年6月4日、安倍総理とアキノ大統領の立ち会いのもと、覚書を交換。

・①社会保障制度：フィリピン健康保険会社等への公的保険制度における日本の経験の共有を通じたＵＨＣの実
現、②公的病院の管理：独立行政法人制度を含む日本式の公的病院の管理のノウハウの移転、③先進的な医
療：先進的な医療技術、医薬品、医療機器の導入、④災害への備え：災害への備えと対応における日本の経験
の共有、⑤人材育成：医師や公的医療従事者への研修プログラム

●タイ：
・平成27年9月30日、塩崎厚生労働大臣とピヤサコン保健大臣との間で、共同プレスリリースを発出。
・①グローバルレベルでのユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）※を促進するための知識と経験の共有

②費用対効果を考慮した高度な医療技術、医薬品、医療機器の活用、③医薬品、医療機器の規制に関する経
験や情報の交換、④医療従事者に対する研修、⑤早死減少のための、がんや糖尿病などの生活習慣病の増加
への対応、⑥高齢化社会における政策形成

（参考） 新興国との医療保健分野における協力覚書の概要（その３）
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事業の概要

○「日本再興戦略」改訂2014において、医療の国際展開につ

いては、他国における医師・看護師等の人材育成や公的医
療保険制度整備の支援を行うこととされている。

○厚生労働省では、医療の国際展開のための施策として、新
興国等各国保健省との協力関係構築を通じて、我が国の医
療についての技術移転や、公的医療保険制度に関する知見
や経験の移転などを推進していくこととしている。

○そのため、我が国の医療政策や社会保障制度等に見識を
有する者や医療現場の知見を有する医師や医療従事者等を
諸外国へ派遣し、または諸外国からの研修生を我が国の医
療機関等へ受け入れる事業を実施する必要がある。

○本事業は、専門家派遣等に係る業務委託（専門家派遣経
費、研修生受入経費）とし、保健・医療分野の国際的な人材
育成支援に高い専門性・経験を有する（独）国立国際医療研
究センター（ＮＣＧＭ）を事業主体とする。

○なお、本事業は既存の「外国人医師等研修受入推進事業」
を発展的に解消して行う。

事業イメージ

病院
産業界

大学

専門家派遣
（指導・教授）

①専門家派遣
②研修生受入
※ともに渡航費等負担

研修受入

要望実現・国際貢献

研修や派遣
の要望

委託

各種調整

各種調整
費用負担

ＮＣＧＭ

✓主な教授・研修内容

・公的医療保険制度

・病院管理ノウハウ

・医療機器操作技術

・医療情報システム

等

途上国
新興国

参考：「日本再興戦略」改訂2014（抜粋）

医療の国際展開については、他国における医師・看護師等の
人材育成、公的医療保険制度整備の支援や（中略）日本で承
認された医薬品・医療機器について相手国での許認可手続
の簡素化等の取組をより推進する。

医療技術等国際展開推進事業 （平成２７年度予算額：３．７億円）
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医療技術等国際展開推進事業（平成２７年度）

http://www.ncgm.go.jp/kyokuhp/activity/open/doc/mapPdf150723.pdf
http://www.ncgm.go.jp/kyokuhp/activity/open/doc/mapPdf150723.pdf


在留外国人・訪日外国人等について
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12%

平成26年度における在留外国人数

の国・地域別内訳

○ 国別内訳上位は、中国、韓国・朝鮮、フィリピンとなっている。
○ 中国・台湾は増加しており、韓国・朝鮮、ブラジルなどは減少傾向

平成２６年末 法務省統計より加工

（100万）



訪日外国人数の推移
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総
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訪日外国人数は増加傾向にあり、五輪に向け、更なる増加が予想される。
中国、韓国、台湾からの訪問者数は著しく上昇している。

総数

日本政府観光局データより作成



年間外国人受入れ実績
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日本医療機能評価機構の認定病院１４０３病院のうち、有効回答７６６のうち実績があると答えた病院

平成２５年度厚生労働科学特別研究事業「国際医療交流（外国人患者の受入れ）への対応に関する研究」研究代表者 遠藤 弘良



医療機関における
外国人患者受入体制

16



外国人患者受入れ医療環境の整備

日本医療機能評価機構の認定病院１４０３病院のうち、有効回答７６６

平成２５年度厚生労働科学特別研究事業「国際医療交流（外国人患者の受入れ）への対応に関する研究」研究代表者 遠藤 弘良

外国人患者受入れの病院体制について、以下の体制を整備していますか n=766

質問 全国

外国人患者の来院状況の実績を把握する方法がある 18%

外国人患者に対応する担当者・担当部署を設置している 11%

通訳を提供できる体制がある 35%

外国人患者に配慮した院内案内図や案内表示を整備し
ている

16%

外国人患者が理解可能な言語で、治療説明書や同意書
を作成している

16%

診療に先立って概算費用を通知する方法が有る 27%

患者の宗教・習慣の違いを考慮した対応方法がある 30%

３つ全てを満たす
医療機関割合

４％



１．医療通訳の養成 ５６１ 病院

２．契約書、同意書、検査内容説明書等の各種文書の多言語対応 ４８１ 病院

３．未収金に関する問題 ４３５ 病院

４．医療事故等発生時の対応体制の整備 ２５６ 病院

５．アフターフォローに向けた現地医療機関との連携体制 １０８ 病院

６．外国人医師・看護師による日本国内での診療の規制緩和 １０１ 病院

７．海外保険会社とタイアップした集客モデルの構築 ５２ 病院

８．海外での日本の医療・健診のプロモーション ４６ 病院

９．アレンジ業者との連携 ４１ 病院

外国人患者受入れ医療環境の整備

日本医療機能評価機構の認定病院１４０３病院のうち、有効回答７６６

平成２５年度厚生労働科学特別研究事業「国際医療交流（外国人患者の受入れ）への対応に関する研究」研究代表者 遠藤 弘良

外国人患者受入れを実施するうえで、今後、政治、行政、民間が整備すべき要
件をあげてください。（重要なもの、３つまでをチェック） n=766



国

外国人患者受入環境整備事業事務局 ※公募して１機関選定

報告補助

拠点となる医療機関

周辺の医療機関

紹介受入・通訳提供

医療機関

補助 報告 補助 報告

○全国で１０程度のモデル地域を選定（検討委員会の実施）、補助金管理
－モデル地域における医療通訳好事例を収集 （医療通訳の選定・マッチングの手段等）
－医療通訳・外国人向けコーディネーター等の配置による医療への効果検証

○外国人患者受入れのための体制整備を行う医療機関の選定、補助金管理
－選定医療機関における外部医療通訳の利用拡大の好事例を収集

英語 ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 中国語

・医療コーディネーターが外国人患
者を手助け（受診から支払いまで）
・紹介受入・通訳派遣をコーディ
ネート

医療通訳が、外国人患者が受診する際の医
師・看護師等との会話を通訳

医療通訳・コーディネーターが
配置された病院を拠点とした
連携体制を構築

○モデル事業の実施を通じて、地域に
おいて、外国人患者受入体制・病院連
携のあり方を検討。
○医療機関における外部医療通訳
サービスの利用促進方法を検討。

院内資料、案内表示の多言語
化等により外国人患者を受け
入れる体制を整備

外国人在留者・訪問者が集中する地域 外国人在留者・訪問者が比較的多い地域

英語 ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 中国語

電話通訳

通訳派遣

自治体・NGO・民間企業等の通訳提供

＜報告事項＞
○事業の取組状況
○具体的対応事例
○医療通訳等の効果 等

院内資料、案内表示、ホームページの多言語化
等の院内外国人受入体制を整備

医療機関における外国人患者受入環境整備事業（概算要求）



①申請
事務局
（日本医療
教育財団）

⑦認証

認証審査会
（有識者会議）

認証・調査

③調査

認定調査員
（サーベイヤー）

※※

②
調査依頼

④
審査結果
取りまとめ

※日本医療機能評価機構
又はJoint Commission 

International （JCI）による認
証を受けた医療機関が対象

医療機関※

⑤審議依頼

外国人患者受入れ医療機関認証制度（H24.7.9.～）
Japan Medical Service Accreditation for International Patients

審議

⑥審議結果
報告

※※日本医療教育財団が調査員を育成・認定。
認定を受けた認定調査員は日本医療教育財団に登録。

外国人患者受入れ医療機関認証制度（JMIP）

評価項目

外国人患者の受入れに関する項目を、
医療機関の機能別に５つの分類で評価します。

１．受入れ対応

２．患者サービス

３．医療提供の運営

４．組織体制と管理

５．改善に向けた取り組み

・外国人患者向け情報と受入れ体制
・医療費の請求や支払いに関する対応

・通訳（会話の多言語対応）体制の整備
・翻訳（文書での多言語対応）体制の整備
・外国人に配慮した院内・療養環境の整備
・患者の宗教・習慣の違いを考慮した対応

・外国人患者への医療提供に関する運営
・外国人患者へのインフォームドコンセント

・外国人患者の対応担当部署（者）の設置
・安全管理体制

・院内スタッフへの教育・研修
・外国人患者の満足度把握 など

20

外国人が安心・安全に日本の医療サービスを受けられるよう、外国人患者受入れ医療機関認証制度
（JMIP）の周知・浸透を図る。 具体的には、説明会の開催、認証医療機関見学ツアー、各種告知活動な
どを支援する。



千葉：
千葉西総合病院

日本医科大学千葉北総病院

東京：
国立国際医療研究センター

都立広尾病院
東京高輪病院
聖路加国際病院
がん研有明病院
済生会中央病院

愛知：
藤田保健衛生大学病院
名古屋共立病院

神奈川：
湘南鎌倉総合病院

横浜市立大学附属市民総合医療センター
横浜中央病院

大阪：
りんくう総合医療センター
大阪大学医学部附属病院

福岡：
九州大学病院
福岡記念病院

北海道：
札幌東徳洲会病院
函館新都市病院

鹿児島：
米盛病院

JMIP認証病院, 医療通訳配置病院 （2015年10月現在）

訪日外国人（2011）
(訪問率※)

在留外国人(2014.6末)
（全体の構成比）

1. 東京 (52.7%)
2. 大阪 (24.5%)
3. 京都 (17.3%)
4.神奈川 (13.0%)
5.福岡 (9.1%)
6.千葉 (8.6%)
7. 愛知 (8.5%)
8.北海道 (7.3%)
9.兵庫 (6.1%)
10.山梨 (4.9%)
日本旅行業協会データ

1.東京 (20 %)
2.大阪 (9.8%)
3.愛知 (9.5%)
4.神奈川 (8.1%)
5. 埼玉 (6.0%)
6.千葉 (5.3%)
7.兵庫 (4.6%)
8.静岡 (3.6%)
9.福岡 (2.7%)
10.京都 (2.5%)
法務省データ

※訪問率：インタビュー回答者のうち何％が当該地域を
訪れたと回答したかを示す率

京都：
京都武田病院
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長野：
相澤病院

静岡：
磐田市立病院

JMIP: 赤
通訳配置：青
両方：緑



2014年8月 9月 10月 11月 12月 2015年1月 2月 3月

観光庁
（厚労省）

都道府県

外国人旅行者受入れ可能な医療機関の選定

○ これら（拠点病院、JMIP）を中心に、2015 年度中に都道府県毎に最低１ヶ所以上の外国人旅行者受入可能で
幅広い症例に対応できる医療機関を自治体等と連携し選定する。

医療機関選定のスケジュール

選定要件の整理 ★

運輸局経由で都道府県に事務連絡

医療機関の選定 ★
選定医療機関報告

取りまとめ ★
情報発信
（JNTOのHP、
観光案内所等）

アクション・プログラム2015

○ 外国人旅行者が安心・安全に日本の医療サービスを受けられるよう外国人患者受入体制の充実を図り、本
年度中に都道府県ごとに1か所以上、外国人旅行者の幅広い症例に対応できる医療機関を自治体等と連携し選
定する。

『日本再興戦略』改訂2015

医療機関選定の現状

○ 都道府県において、医療機関の選定中
○ 選定要件： 救急対応できる総合病院であって、外国語診療が可能な医療機関を１つ以上選定。

その他、診療所も含めて、外国語診療が可能な医療機関を地域の実情に応じて選定。



医療通訳等の外国語対応について

23



外国人向け多言語説明資料

24

全48種類 5言語（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語）

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000056789.html

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000056789.html


医療通訳育成カリキュラム・テキスト

1) 医療通訳の役割と対応場面
2) 育成カリキュラムを受講する条件
3) 研修修了の条件
4) 育成カリキュラム研修期間及び研修形式
5) 研修の内容
6) 育成カリキュラム実施に関する配慮
7) 能力試験のための施行細則
・能力試験を受けるための条件
・評価方法

8) 通訳経験者に対する能力評価
（バリデーション）

9) 修了証の発行
10) 研修終了後の能力維持・向上及び

指導についての規定
11) 通訳養成機関、雇用機関等に対する基準
12) 専門分野・特定分野の通訳
13) カリキュラムの変更、見直し

教育カリキュラム基準

医療通訳者を養成する機関、雇用・派遣する機関が、
専門職としての質の維持と向上を図っていくために必
要な研修や指導について規定した。

＜カリキュラム基準＞

15

＜研修テキストの各項目について＞

［医療通訳研修Ⅰ］

医療通訳者の役割や責任を理解し、基礎的な医療知識
、通訳技術、倫理を身につける。

［医療通訳研修Ⅱ］

通訳実務に必要な関連知識、対応力、通訳技術を身
につける。

［実習要項］

医療通訳研修Ⅰ、Ⅱを履修し、一定の評価を得た
通訳者が医療機関等で実習を行う際の要項

［練習用教材集］

模擬通訳のシナリオ、通訳トレーニングに使う用例集

［単語集］

人体各器官名称 症状に関する表現 医療に関する
用語 等

研修テキスト（医療通訳）

医療通訳者にとって必要な、基本的な知識
や技術、倫理等を中心に構成。

平成25年度補正予算



全国 医療通訳派遣実施団体

団体 言語

北海道 エスニコ 英・中・韓・露など

岩手 岩手県国際交流協会 英・中・韓・ポル・西

宮城 宮城県国際化協会 中・感・英・西・インドネシア・ポ
ル・露・タイ・仏・独・伊など

山形 IVY国際ボランティアセンター
山形

英・中・韓・西・ポル・タイなど

新潟 上越市役所けんこうづくり推
進課

英・露・中・西など

群馬 群馬県生活文化部NPO・多
文化共生推進課

英・中・西・ポル・タイ・韓・ベトナ
ム・タガログなど

茨城 つくば市国際交流協会 英・中・ポル・西

埼玉 埼玉県国際交流協会 応相談

千葉 千葉県国際交流センター 応相談

東京 Asian People’s Friendship 
Society/ IWC国際市民の会/
武蔵野国際交流協会

英・中・韓・西・独・露・タガログ・
ベンガル・タイなど

神奈川 さがみはら国際交流ラウン
ジ/ＭＩＣ神奈川/CRIATIVOS

英・中・韓・西・ポル・タガログ・タ
イ・ベトナム・露など

山梨 山梨外国人人権ネットワー
ク・オアシス

西・ポル・タイ

団体 言語

長野 長野県国際交流推進協会 応相談

岐阜 多文化共生センターきょうと 中・ポル・タガログ

愛知 あいち医療通訳システム推進
協議会

英・中・韓・ポル・西・タガロ
グ

三重 三重県国際交流財団 ポル・西・タガログ・中・タ
イ・インドネシアなど

富山 とやま国際センター 英・中・露・韓・ポルなど

福井 福井県国際交流協会 英・中・韓・露・ポルなど

滋賀 滋賀県多言語医療者ネット
ワーク協議会

ポル・西・中

京都 京都YWCA・APT/多文化共生
センターきょうと

英・中・タガログ・タイ

大阪 みのお外国人医療サポート
ネット/CHARM/吹田市国際交
流協会

英・中・韓・西・タイなど

兵庫 神戸外国人救援ネット/他言
語センターFACIL

英・中・西・ポル・タガログ・
インドネシア・ベトナムアラ
ビア

島根 しまね国際センター 英・中・タガログ

福岡 アジア女性センター 英・中・韓・タイ・タガログ

佐賀 佐賀県国際交流協会 英・中

出典：平成24年度厚生労働科学研究：外国人のHIV予防対策とその介入効果に関する研究班調査結果より医政局総務課作成
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専門医療通訳養成コース 2016

通訳教育の専門家、プロの通訳者、外国人医療に精通した、医師、
看護師を講師に迎え、専門職としての医療通訳者を育成する専門
コースです。

日程：2016年2月20日（土）〜3月27日（日）

募集人数：英語・中国語 各15名程度

場所：一般財団法人 日本医療教育財団

（東京都千代田区猿楽町2-2-10）

受講条件：CEFR B2以上（詳細はwebへ）
※大学入学程度の語学力と高校卒業程度の知識が必要

受講料：75,000円（医療通訳研修Ⅰ）

応募締切：2016年1月31日（日）

受講試験：2016年2月7日（日）

主催：多文化共生センターきょうと

共催：一般財団法人 日本医療教育財団

2016年2月より専門医療通訳養成コース（医療通訳Ⅰ）を開催します

申し込み方法：http://www.tabunkakyoto.orgからお申し込みください

医療通訳研修Ⅱ・病院実習は2016年開講予定です

http://www.tabunkakyoto.org


対象

医療通訳
研修Ⅰ

医療通訳の基礎・応
用： 集合研修・グルー
プワーク
・課題 （２０時間）

■これから医療通訳に関
わる予定の人
■すでに医療通訳業務に
関わっているが、体系的な
研修を受けたことがない人
■医療通訳と一緒に働く医
療関係者 等

医療通訳
研修Ⅱ

医学・疾患・医療制
度：集合研修・グルー
プワーク・課題 （４０
時間）

医療通訳
研修Ⅲ

実技・演習： 集合研
修 グループ実習
（20時間）

研修ⅠⅡを終了した人で、
語学要件を満たす人

医療通訳
研修Ⅳ

臨地実習（30時間）
スーパーバイズを受け
ながら外来及び病棟
にて通訳支援事例を
担当。

研修ⅠⅡⅢを終了した人
で、NCGMでの実地訓練を
希望する人
一定の語学要件を満たす
人

各研修ごとに一定の要件を満たした人は修了証を発行
研修Ⅰ～Ⅳを終えた方には NCGM Medical Interpreter 
Certificationを発行

国立国際医療研究センター 国際診療部

NCGM認定 医療通訳 養成研修



参考
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外国人旅行者受入れ可能な医療機関の不足解消に向けて

（事例） 損保ジャパン日本興亜、外国人旅行者が日本入国後に加入できる業界初の『訪日旅行保険』を開発。

○『訪日旅行保険』は、外国人旅行者自身がスマートフォン等から簡便に加入できるインターネット加入専用保険。
○英語・中国語・韓国語に対応したコールセンターを設置（24時間365日対応）。
○外国人旅行者に医療機関を手配（約８００の医療機関）、医療通訳による三者間通話を提供する。
○治療は、キャッシュレスで受けることが可能で、外国人旅行者が安心して治療を受けられる環境を整備する。
○２０１６年２月以降に販売を開始する予定。

訪日外国人旅行者の保険加入の実態

○訪日外国人旅行者の約30％が保険未加入であり、医療現場での医療費の未払い問題に繋がっている。

（※）平成25年度観光庁調べ

○複数の大手損害保険会社との意見交換を行い、到着空港等で加入可能な新たな保険商品の開発の働きかけ。

日本渡航後の保険商品の検討

6日間の旅行
約3，000円



・我が国の在留外国人数は約2１０万人とここ10年間で約１0％程度増加。また、訪日外国人旅行者は、年間1,３
00万人を超えている。こうした中、外国人患者が安心・安全に日本の医療サービスを受けられるよう、国内の
病院において、外国人患者受入のための環境整備が不可欠。

・東京オリンピックまでの期間を、体制整備の集中期間とし、地域の拠点となる施設が複数言語の医療通訳等を配
置した病院の体制整備支援、医療通訳人材の育成・患者向け説明資料の標準フォーマットの翻訳等に対する支援、
院内案内図の外国語表示等院内環境整備の促進を行う。また外国人旅行者を受入可能な医療機関を選定する。

外国人患者受入に関する環境整備

医療通訳等が配置された病院の整備

・通訳等の育成カリキュラムの作成、医療機関における

外国人患者向け説明資料（問診票等）の翻訳（英、

中、ポルトガル、スペイン）を実施（25年度補正予

算）

・26年度からの予算事業により、医療通訳・外国人向け

医療コーディネーターが配置された病院は19カ所

外国人患者受入れ医療機関認証制度

（J M I P）

・24年7月より、医療機関の申請に基づき日本医療教育

財団が外国人受入体制等について審査・認証を行う制度

を開始し、27年10月末現在、11医療機関が認証を受け

ている。

・同制度の普及推進のため、厚労省においては、説明会

の開催等を支援。

外国人旅行者を受入可能な医療機関選定

・ 2015年度中に、都道府県毎に１ヵ所以上の

外国人旅行者受入可能で幅広い症例に対応できる

医療機関を自治体等と連携し選定する（「観光立

国実現に向けたアクション・プログラム2015」。

現在、観光庁が厚労省と連携し、選定中。）

医療機関リスト

渡航受診者の受入医療機関

日本国際病院（仮称）

・外国人患者受入れ等を一気通貫でサポートする

企業の認証や、外国人患者の受入れに関し意欲と

能力のある国内医療機関を海外にわかりやすい形

で発信すること等を通じ、外国人患者に対しイン

バウンドに関する広報・集患に取り組む。現在、

ＭＥＪが医療機関の推奨基準策定中。


